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新監査公表第１０号 

 

 令和元年度包括外部監査の結果に基づく措置について、新潟市長から通知がありましたので、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２５２条の３８第６項の規定により以下のとおり公表します。 

 

令和３年１２月２３日 

 

新潟市監査委員  高 井 昭一郎 

   同     伊 藤 秀 夫 

  同     五十嵐 完 二 

 同     串 田 修 平 

 

令和元年度包括外部監査テーマ 

「子ども・子育て支援事業に関する財務事務の執行及び管理の状況」 

 

新潟市長が講じた措置 

監査結果
報告書
の 頁 

担当部署 指摘事項等 
措置内容等 

第１回 第２回 
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こども 
政策課 

意見1 
2. 子ども・子育て支援に関す
る計画 
「新・すこやか未来アクショ
ンプラン」と「こどもの未来応
援プラン」に係る事務の重複
について 
 
新潟市では子ども・子育て

支援事業計画である「新・すこ
やか未来アクションプラン」
と子どもの貧困対策を推進す
るための計画である「こども
の未来応援プラン」をそれぞ
れ策定・推進している。しか
し、関連する事業の多くは重
複しており、2つの計画を分け
て策定・推進する必要性が乏
しく、計画策定・推進に係る事
務の効率性に鑑み、計画を統
合することを検討することが
望まれる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
「新・すこやか未来アクシ

ョンプラン」と「子どもの未来
応援プラン」は策定の根拠が
異なっており、現在は別計画
としているが、掲載事業は共
通の事項も多く、計画の点検・
評価は一体的に行う必要もあ
ることから「新・すこやか未来
アクションプラン第2期計画
（令和2年度から6年度）」の中
間見直しと「子どもの未来応
援プラン（平成30年度から令
和4年度）」の次期計画策定が
一致するタイミング（令和4年
度）での統合を検討してまい
ります。 

【検討中】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
両プランの令和4年度中の

統合に向けて、新潟市子ども・
子育て会議を活用しながら、
検討を進めていきます。 

【検討中】 
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こども 
政策課 

意見2 
2. 子ども・子育て支援に関す
る計画 
子ども・子育て支援事業の評
価について 
 
「新・すこやか未来アクシ

ョンプラン」において、基本施
策ごとに20の成果指標が設定
されているが、成果指標を達
成するための事務事業には活

 
 
 
 
 
 
第2期計画の策定にあたっ

ては、事業ごとの活動指標の
設定は行っておりませんが、
例えば、施策の「安心してすご
せる居場所づくりと放課後対

 
 
 
 
 
 

事業ごとの活動指標は設定
していませんが、令和2年度か
ら施策ごとに重要な取組みや
主な事業を設定しており、主
な事業の成果をもって、計画
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動指標が設定されていない。
これにより、事業評価には担
当者の主観が多く介在し、客
観性が担保されていない。適
切な事業評価を行えるように
指標及び目標値を設定するこ
とが望まれる。 

策の推進」において、成果指標
として「放課後児童支援員ネ
ットワーク研修を受講したク
ラブの割合」を設定するなど、
施策ごとに重要な取り組みや
それを構成する主な事業を
設定いたしました。これら施
策を構成する主な事業の成果
をもって、計画の進捗管理と
事業評価を行ってまいりま
す。 

【検討中】 
 

の進捗管理と事業評価を新潟
市子ども子育て会議も活用し
ながら行っています。 

【措置済み】 
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こども 
政策課 

意見6 
5.児童館・児童センター 
児童館・児童センターの配置
基準及び運営方針の見直しに
ついて 
 
児童館・児童センターが偏

在していることは公平性の観
点からも問題があるため、新
潟市として児童館・児童セン
ターの配置基準や設置方針に
ついて検討することが望まし
い。 

 
 
 
 
 
 
「新潟市公共施設の種類

ごとの配置方針」（R2.3財産
活用課）を踏まえ、必要に応
じ、既存の施設（学校、公民
館等）を活用した児童館・児
童センターと同様の場の提
供や類似施設の活用を検討
してまいります。 

【検討中】 
 

 
 
 
 
 
 

「新潟市公共施設の種類
ごとの配置方針」（R2.3財産
活用課）を踏まえ、新規施設
の整備や大規模改修は行わ
ず、地域の実情に応じ、既存
の施設（学校、公民館等）を
活用した児童館・児童センタ
ーと同様の場の提供や類似
施設の活用を進めることと
しています。 
平成28年度から、各区で地

域別実行計画の策定や策定
に向けた検討が進められて
いるなか、当課は前述の配置
方針を踏まえた具体的な対
応について、各区所管課から
の相談やサポートを行って
います。 

【措置済み】 
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こども 
政策課 

意見7 
5.児童館・児童センター 
児童館・児童センターの配置
基準及び運営方針の見直しに
ついて 
 
新潟市内にある児童館・児

童センターの多くは指定管理
者により管理運営が行われて
いるが、中央区の新潟市児童
センター、西区の坂井輪児童
館は新潟市が直営で運営して
いる。新潟市では児童館・児童
センターの運営方針について
検討を行うことが望ましい。 
 

 
 
 
 
 
 
児童館・児童センターの運

営方針について、「新潟市公
共施設の種類ごとの配置方
針」（R2.3財産活用課）、各施
設の実態や利用者のニーズ
を踏まえ、令和2年度中に検
討いたします。 

【検討中】 

 
 
 
 
 
 

令和 2 年度に検討した結
果、各施設の耐用年数等を踏
まえ、新潟市児童センターに
ついては令和 13 年頃、坂井
輪児童館については令和6年
頃までは、現在の運営形態を
維持することとしました。 

【措置済み】 
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こども 
政策課 

指摘2 
5.児童館・児童センター 
備品管理について 
 
実地調査した児童館（市直

営）において、備品番号票が貼
付されていない備品があり、

 
 
 
 
令和2年度中に児童館（市

直営）に対して、現物確認の
際に備品番号票の貼付も確

 
 
 
 
令和2年度中は、児童館・児

童センターの臨時休館等、新
型コロナウイルス感染症へ
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備品台帳と現物の照合が困難
な状態にあった。定期的に実
施されている現物確認の際に
備品番号票の貼付も確認すべ
きである。 
 

認するよう通知し、適切に備
品管理が行われる仕組みを
構築いたします。 

【検討中】 

の対応に追われたため、具体
的な取組みに着手すること
ができませんでした。 
令和3年度中には、市直営

の児童館・児童センターに対
して、現物確認の際に備品番
号票の貼付も確認するよう
通知し、適切に備品管理が行
われる仕組みを構築します。 

【検討中】 
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こども 
政策課 

意見8 
5.児童館・児童センター 
備品管理について 
 
実地調査した児童センター

（指定管理）において、指定管
理者の管理する備品と消耗品
の区分が適切でなかった。新
潟市は指定管理者に対して備
品と消耗品の判定ルールを明
確化するよう指導することが
望まれる。 
 

 
 
 
 
令和2年度中に指定管理者

に対して、備品と消耗品の判
定ルールを周知し、適切に備
品管理が行われる仕組みの
構築に努めてまいります。 

【検討中】 

 
 
 
 
令和2年度中は、児童館・児

童センターの臨時休館等、新
型コロナウイルス感染症へ
の対応に追われたため、具体
的な取組みに着手すること
ができませんでした。 
令和3年度中には、各区役

所所管課と情報共有のうえ、
適切な備品管理が行われる
仕組みの構築に向け、協議を
進めます。 

【検討中】 
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こども 
政策課 

意見9 
5.児童館・児童センター 
備品管理について 
 
備品台帳に管理番号の記載

がなく、現物にシールの貼付
もないため、備品台帳と現物
の照合が困難な状態にあっ
た。また、定期的に現物確認を
行うルールが整備されていな
いため、市は指定管理者に備
品台帳の管理番号の設定、備
品シールへの管理番号の記載
や定期的な現物確認のルール
を整備するように指導するこ
とが望まれる。 
 

 
 
 
 
令和2年度中に指定管理者

に対して、備品台帳に基づく
管理番号の設定や備品シー
ルの貼付、定期的な現物確認
の実施について通知し、適切
に備品管理が行われる仕組
みの構築に努めてまいりま
す。 

【検討中】 

 
 
 
 
令和2年度中は、児童館・児

童センターの臨時休館等、新
型コロナウイルス感染症へ
の対応に追われたため、具体
的な取組みに着手すること
ができませんでした。 
令和3年度中には、各区役

所所管課と情報共有のうえ、
備品台帳に基づく管理番号
の設定や備品シールの貼付、
定期的な現物確認の実施等
について、協議を進めます。 

【検討中】 
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こども 
政策課 

指摘3 
6.放課後児童健全育成事業 
安全管理について 
 
施設の安全点検について指

定管理者の交替に伴う引き継
ぎが十分でなかった。指定管
理者の交替に伴う引継事項に
ついて重要事項が漏れないよ
う、市として引継項目リスト
を作成するなど対応を検討す
る必要がある。 
 

 
 
 
 
令和2年度中に放課後児童

クラブの運営における引継
項目リストを作成いたしま
す。 

【検討中】 

 
 
 
 
令和 2年度中に、放課後児

童クラブの運営における引
継ぎ項目リストを作成しま
した。 

【措置済み】 
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こども 
政策課 

指摘4 
6.放課後児童健全育成事業 
安全管理について 
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指定管理者が交替した場合

には、基本協定書において業
務の引き継ぎが求められてい
る。現状、引継項目は指定管理
者に任せているが、引継項目
を網羅したチェックリストを
作成し、指定管理者に適切に
引き継ぎが行われたことを報
告してもらう等、適切な引き
継ぎが行われる仕組みを構築
する必要がある。 
 

 
令和2年度中に引継項目リ

ストを作成・活用し、引継ぎ
事項に漏れの出ないような
仕組みを構築するとともに、
改めて指定管理者への指導
も実施いたします。 

【検討中】 
 

 
令和2年度中に作成した引

継ぎ項目リストに確認欄を
設け、指定管理者へ引継ぎ漏
れが無いよう指導していま
す。 

【措置済み】 

 
65 

 
こども 
政策課 

意見10 
6.放課後児童健全育成事業 
設備の基準について 
 
「新潟市放課後児童健全育

成事業の設備及び運営の基準
に関する条例」において設備
の基準（面積基準）を設定して
おり、専用区画の面積は、児童
1人につきおおむね1.65㎡以
上と規定されているが、平成
30年5月1日時点で設備の基準
を充足していないクラブが約
1/4程度あるため、今後も継続
して対応を図っていくことが
望まれる。 
 

 
 
 
 
今後も利用児童数は増加

する見込みとなっており、受
け入れ態勢の確保のため、基
準条例に基づき、小学校の余
裕教室の活用など、可能な施
設整備を引き続き実施して
まいります。 

【検討中】 

 
 
 
 
令和 2年度は、施設の狭あ

い化解消を図るため、3 クラ
ブの施設整備を行ったほか、
学校側と調整を図り、小学校
の余裕教室や体育館等の活
用を進めることで、受入れ体
制の確保と施設環境の向上
に努めました。 
引き続き、基準の充足を図

っていきます。 
【検討中】 
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こども 
政策課 

意見11 
6.放課後児童健全育成事業 
指定管理料の精算について 
 
指定管理料の精算にあた

り、新潟市は予算額と実績額
の差額について指定管理者に
差額原因の説明を求めること
や、追加の資料提出を求める
等、予実差異の原因を把握す
る必要があるとともに、指定
管理者に対して適正な精算書
の作成を指導することが望ま
しい。 
 

 
 
 
 
予算額、決算額の差額原因

について、必要に応じて資料
の提出を求めるなど、令和2
年度中に指定管理者に対し
て適切に指導してまいりま
す。 

【検討中】 

 
 
 
 

令和 2年度中に、指定管理
者に対して、精算時に予算額
と実績額に大きな差額が生
じた場合、必要に応じて資料
を作成し提出するよう、口頭
で指導しました。 
しかし、提出が必要と思わ

れる指定管理者から資料の
提出がなかったことから、令
和3年度中に、書面により指
導します。 

【検討中】 
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こども 
政策課 

意見12 
6.放課後児童健全育成事業 
指定管理料の精算について 
 
新潟市では指定管理料につ

いて、特別な事情がある場合
を除き、返納は行われないこ
ととされているが、「特別な事
情」に関して明確な規定がな
い。一方で、指定管理料が返納
されている事実もあるため、
指定管理料の返納の取扱に関
するルールを明確化すること
が望ましい。 
 

 
 
 
 
従来、想定していた人員を

配置できなかった場合等、特
別な事情があった際に返納
が生じていましたが、令和2
年度中に指定管理料の返納
が必要な場合のルールを明
確化し、指定管理者に対し、
改めて周知してまいります。 

【検討中】 
 

 
 
 
 
令和 2年度に、返納ルール

の検討を進めましたが、明確
化に至らなかったため、引き
続き検討を進めていきます。 

【検討中】 
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こども 
政策課 

意見13 
6.放課後児童健全育成事業 
指定管理料の精算について 
 
ひまわりクラブの指定管理

料に係る精算書の様式の見直
しが必要であり、指定管理料
に余剰が生じている場合の対
応についても精算書に記載す
ることが望まれる。 
 

 
 
 
 
指定管理料に余剰が生じ

ている場合の対応が一目で
わかるよう、令和2年度中に
精算書様式の見直しを実施
いたします。 

【検討中】 
 

 
 
 
 
令和 2年度中に、精算書の

様式を見直しました。令和 3
年度の精算時から活用して
いきます。 

【措置済み】 
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こども 
政策課 

意見14 
6.放課後児童健全育成事業 
指定管理者と市の関連部署と
の連携について 
 
指定管理者と市の関連部署

（小学校や福祉関連部署）と
が継続的に連携できるよう対
応を検討することが望まし
い。 
 

 
 
 
 
 
指定管理者とは、各クラブ

で生じた問題や、現場が抱え
る悩みなどに対し、日々、情
報交換を行っているほか、必
要に応じて支援員との意見
交換の場を設けています。今
後とも、放課後児童クラブ
が、子どもや保護者にとっ
て、より利用しやすいものと
なるよう、こども政策課が間
に入り、他部署との連携を図
ってまいります。 

【検討中】 
 

 
 
 
 
 
指定管理者と各クラブに

ついては、日ごろからクラブ
で生じた問題や現場が抱え
る悩みについて、情報共有を
行っています。その中で、市
の関連部署（主に小学校や市
教育委員会）から支援が必要
な場合は、当課が仲介し、連
携を図っています。 

【措置済み】 
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こども 
政策課 

指摘5 
6.放課後児童健全育成事業 
備品管理について 
 
指定管理者は備品を備品台

帳に登録し適切に管理するこ
とが求められているが、ひま
わりクラブの管理に関する基
本協定書・年度協定書に備品
の定義が記載されておらず、
指定管理者が管理すべき備品
の範囲が明らかでない。その
ため、基本協定書において指
定管理者が管理すべき備品の
範囲を明確に記載すべきであ
る。 
 

 
 
 
 
これまでは、新潟市物品管

理規則を準用して対応して
いましたが、令和2年度中に
基本協定書にも備品の範囲
を明確に記載いたします。 

【検討中】 
 

 
 
 
 
令和2年度中に備品の範囲

を明確化したものの、基本協
定への記載に至らなかった
ため、指定管理者と協議のう
え、対応を進めています。 

【検討中】 
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こども 
政策課 

意見15 
6.放課後児童健全育成事業 
備品管理について 
 
ひまわりクラブの指定管理

者が管理する備品について、
備品の管理状況を確認したと
ころ、複数の問題点が発見さ
れた。指定管理者によって適
切に備品の管理が行われない
と間接的に市の資産が適切に
保全されず、将来不要な支出
に繋がる可能性があるため、
指定管理者が適切な備品管理
を行うように指導することが

 
 
 
 
備品の管理については、こ

れまでも指定管理者に対し
ルールを示し、指導してまい
りましたが、令和2年度中に
適切な備品管理を行うよう
指示するとともに、管理意識
の向上について速やかに各
支援員への啓発を要請して
まいります。 

【検討中】 

 
 
 
 

令和 3年度に、指定管理者
に対して、備品の適正管理に
ついて、書面により指導しま
した。 

【措置済み】 
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望まれる。 
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こども 
家庭課 

意見17 
2. 児童手当 
事務処理の効率性の向上 
 
児童手当事務における定型

的で単純な作業について、RPA
利用による時間削減効果を検
証した上で本格導入を検討す
ることが望まれる。 
 

 
 
 
 
現在、令和3年1月の稼働に

向けて新児童手当システム
を構築中のため、児童手当関
連事務におけるRPA導入につ
いて、新システム稼働後の令
和3年度から検討を進めてい
きます。 

【検討中】 
 

 
 
 
 
児童手当法施行規則の一

部を改正する内閣府令の施
行に伴い、令和4年 6月から
現況届の提出が不要となる
予定です。 
また、令和4年度には、「ぴ

ったりサービス（国が運営す
るマイナポータルの電子申
請機能）」を利用した各種申
請のオンライン化を実現す
る予定です。 
以上により、RPA 利用につ

いては、検討不要となりまし
た。 

【不措置】 
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こども 
家庭課 

意見22 
5. 母子父子寡婦福祉資金貸
付 
自宅訪問による催告や法的手
段の未実施 
 
母子父子寡婦福祉資金貸付

事業に係る遅延債権につい
て、文書による催告や電話連
絡による催告に応答がない場
合、自宅訪問による催告を実
施することが考えられるが、
現状、自宅訪問による催告は
ほとんど実施できていない。
遅延債権の回収率を向上させ
るために、文書による催告や
電話連絡による催告に応答が
ない場合は、自宅訪問による
催告を実施することが望まれ
る。また、これらの催告をして
もなお、償還がなされない場
合は、法的手段への移行を検
討する必要がある。 
 

 
 
 
 
 
 
年1回、自宅訪問を実施し

ていますが、人員不足等によ
り全戸で実施できていませ
ん。自宅訪問も含め、より実
効性のある債権回収方法を、
外部委託も視野に入れなが
ら令和2年度に検討していき
ます。 
また、悪質な案件について

は、「催告書兼訴訟予告通知
書」を送付し、面談による指
導を行うようにしています
が、それに応じない場合は、
法的手段への移行を検討し
ていきます。 

【検討中】 

 
 
 
 
 
 
年 3回、文書催告や電話連

絡による催告を実施してい
ますが、人員不足等のため、
自宅訪問の全戸実施は困難
な状況です。債権回収の外部
委託に関する経費を、令和 3
年度当初予算で要求しまし
たが、予算化には至りません
でした。 
また、悪質な案件について

は、「催告書兼訴訟予告通知
書」の送付や、面談による納
付相談を実施するなど、適切
な指導を行っています。これ
らに応じないときは、法的手
段への移行を検討します。そ
の場合、担当者の恣意的な判
断とならないよう、所属内で
その基準やルールを整備す
る必要がありますが、現状は
整備されていません。今後必
要に応じて、納税課債権管理
室等の助言を仰ぎながら、法
的手段移行時の基準等の整
備に努めます。 

【検討中】 
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こども 
家庭課 

意見23 
5. 母子父子寡婦福祉資金貸
付 
時効が完成した遅延債権の取
扱い 
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時効が完成したが借主から
時効の援用がない遅延債権に
ついては、借主に援用の意思
を確認する文書を送付し、援
用の意思が確認できた場合又
は返答がない場合は債権を消
滅させ、財政健全化と事務効
率化を図ることが望ましい。 
 

外部監査人の意見を踏ま
え、時効が完成した遅延債権
の取扱いについて、令和2年
度に債権管理課と協議し、財
政健全化と事務の効率化を
図ってまいります。 

【検討中】 
 

令和 2年度から、時効が完
成した借主等に援用の意思
を確認する文書を送付し、援
用の意思が確認できた場合
は、債権消滅の手続き後、不
納欠損処理を行い、財政健全
化と事務効率化を図ってい
ます。 

【措置済み】 
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こども 
家庭課 

意見24 
5. 母子父子寡婦福祉資金貸
付 
債権管理体制の見直し 
 
母子父子寡婦福祉資金貸付

事業について、区役所健康福
祉課が債権回収事務を担当し
ているが、十分な対応が図れ
ていないため、こども家庭課
が中心となって、債権管理体
制の見直しを検討することが
望ましい。なお、体制の見直し
にあたっては、弁護士や債権
回収業者等の外部専門家等の
利用を検討することも一案で
ある。 
 

 
 
 
 
 
令和元年度に債権回収の

外部委託について、他の政令
指定都市に実施状況の調査
を行いました。 
また、各区健康福祉課の債

権管理業務についてのアン
ケートを債権管理課が実施
しました。 
これらの結果をもとに、今

後、債権回収の外部委託も視
野に入れながら、令和2年度
に検討してまいります。 

【検討中】 
 

 
 
 
 
 
 債権回収の外部委託に関
する経費を、令和3年度当初
予算で要求しましたが、予算
化には至りませんでした。 
債権管理担当部署の規模

縮小に伴い、債権が各区役所
へ返還されたことから、各区
役所で抱えている困難案件
等に関するさらなる支援充
実を図るため、当課の体制強
化を進めており、令和4年度
から、当課配置の償還指導員
を1名増員するよう要求して
います。 

【検討中】 
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保育課 

指摘10 
2. 保育事業に係る事務処理
の状況 
指導・監査の実施主体につい
て 
 
地域型保育事業に係る施設

及び私立幼稚園に関して業務
担当部署である保育課が指導
監査も実施している。業務担
当部署である保育課が指導・
監査の実施主体となることは
自己監査となり、指導・監査の
実効性が損なわれる可能性が
高いため、指導・監査の実施主
体を見直すべきである。 
 

 
 
 
 
 
 
福祉施設の監査を所管す

る福祉監査課及び組織の見
直し等を所管する行政経営
課と課題を共有し、今年度か
ら新たに指導監査対象とな
る無償化対象施設等の取り
扱いを含め、実施主体の在り
方及び体制について、令和3
年4月からの見直しに向け
て、令和2年度に協議を進め
る予定です。 

【検討中】 
 

 
 
 
 
 
 
令和 2年度は、当課が所管

する施設等の指導監査体制
にかかる他政令市の状況等
を調査し、その結果を踏ま
え、令和3年度から福祉監査
課及び行政経営課と、実施主
体の妥当性を含む監査体制
の在り方について協議を開
始しました。 
現行体制の改善に向けて

は増員等も必要なことから、
現在進めている保育事務の
外部委託化による人員捻出
効果が期待される、令和5年
度からの見直しに向けて、引
き続き検討を進めていきま
す。 

【検討中】 
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保育課 
・ 

人事課 

指摘11 
2. 保育事業に係る事務処理
の状況 
保育課における労働環境の改
善について 
 
 

 
 
 
 

【保育課】・【人事課】 
 
 

 
 
 
 

【保育課】・【人事課】 
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保育課において「新潟市職
員の勤務時間、休暇等に関す
る条例施行規則」で規定され
ている時間外労働時間の上限
を超えている職員が5名いる
ため、早急に労働環境を改善
すべきである。 
 

従来より、長時間勤務の是
正のため、保育課への職員の
兼務・増員などを行い、業務
量の平準化を図ってまいり
ました。令和2年4月には執行
体制の見直しを行い、吏員1
名を減員、課長補佐1名を増
員し、また、前年度と同様に、
こども未来部内において職
員1名を保育課へ兼務させま
した。（下記表のとおり） 
また、令和元年度に、適正

な組織体制及び人員配置に
ついて保育課と総務部で意
見交換を行うとともに、業務
実態と乖離のあった組織規
則を見直し、業務の見える化
と整理を行いました。 
令和2年度は、保育事務の

効率化のため入園調整にAI
を導入、令和3年4月からは、
区役所と保育課の一部事務
の集約及び外部委託を進め
るなど、労働環境の改善に努
めてまいります。 
併せて、幼児教育・保育関

連業務組織体制について他
都市調査を行い、教育委員会
の関わりを含め、適正な組織
体制・人員配置の検討を行い
ます。 
 
（参考）保育課 正規職員数 

 
H30 

4月 

H31 

4月 

R1 

7月 

R2 

2月 

R2 

4月 

職員
数 

20 22 24 25 25 

兼 務
職 員
数 

0 0 2 2 1 

 

【検討中】 
 

令和 3年度は、保育事務の
効率化に向けて、令和2年度
中に導入した AI による利用
調整のほか、保育事務集約・
外部委託化に向けて作成し
たマニュアルを活用しなが
ら業務を進めました。その結
果、令和2年度に比べ、時間
外労働時間は減少していま
す。 
また、委託効果をさらに高

めるための業務改善やマニ
ュアルの検証を行い、令和 4
年度からの委託化に向けた
調整を進めています。 
加えて、令和2年度に実施

した幼児教育・保育関連業務
の実施体制にかかる他都市
調査結果を踏まえ、保育課の
体制強化について、総務部と
の協議を進めており、保育事
務の集約・外部委託による人
員削減効果が期待される令
和5年度からの組織見直しに
向けて引き続き検討を進め
ていきます。 

【検討中】 
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保育課 
・ 

人事課 

意見25 
2. 保育事業に係る事務処理
の状況 
保育課における労働環境の改
善について 
 
幼児教育・保育に関する制

度が目まぐるしく変わる環境
下において、保育課の業務は
増加しており、職員には高い
専門性が求められる状況にあ
り、厳しい労務環境にあるた
め、適切な人員配置が望まれ
る。そのためには、幼児教育・
保育業務を担当する区役所健
康福祉課や教育委員会などの
業務内容や業務の在り方につ
いても合わせて整理し、他市
の状況なども勘案しながら、

 
 
 
 
【保育課】・【人事課】 
 
令和元年度に、適正な組織

体制及び人員配置について
保育課と総務部で意見交換
を行うとともに、業務実態と
乖離のあった組織規則を見
直し、業務の見える化と整理
を行いました。 
令和2年度は、保育事務の

効率化のため入園調整にAI
を導入するほか、保育事務の
調査及び調査結果に基づく
事務フローやマニュアルの
作成を外部委託し、令和3年4

 
 
 
 
【保育課】・【人事課】 
 
令和 3年度は、保育事務の

効率化に向けて、令和2年度
中に導入した AI による利用
調整のほか、保育事務集約・
外部委託化に向けて作成し
たマニュアルを活用しなが
ら業務を進め、令和2年度に
比べ、時間外労働時間は減少
しています。 
また、令和4年度からの委

託化に向けた調整を進める
ほか、令和5年度からの組織
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調査・検討・見直しを行うとと
もに、業務の外部委託や業務
効率化に取り組むことが望ま
しい。 
 

月から、区役所と保育課の一
部事務の集約及び外部委託
を進めてまいります。 
併せて、幼児教育・保育関

連業務組織体制について他
都市調査を行い、教育委員会
の関わりを含め、適正な組織
体制・人員配置の検討を行い
ます。 

【検討中】 
 

見直しに向けた総務部との
協議を進めていきます。 

【検討中】 
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保育課 

意見26 
2. 保育事業に係る事務処理
の状況 
保育事務に係る業務マニュア
ルの整備について 
 
保育課及び各区役所健康福

祉課において行われる保育事
務について、正式な業務マニ
ュアルが整備されていなかっ
た。保育事務に係る業務マニ
ュアルを整備し、保育課及び
各区役所健康福祉課におい
て、正式な業務マニュアルに
基づき事務手続きが行われる
体制を構築することが望まし
い。 
 

 
 
 
 
 
 
令和2年度に、保育事務の

調査及び調査結果に基づく
事務フローや業務マニュア
ルを外部委託により整備し
てまいります。 

【検討中】 

 
 
 
 
 
 
令和 2年度に、事務フロー

や業務マニュアルを作成し
ました。当課及び各区役所健
康福祉課において、それらに
基づいた事務手続きを行って
います。 

【措置済み】 
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保育課 

意見27 
2. 保育事業に係る事務処理
の状況 
私立保育園等への運営費支給
額の適切性を担保する体制整
備について 
 
私立保育園等への運営費の

支給額の決定に至るプロセス
について、誤りを事前に防止、
適時に発見するために、チェ
ックリストの整備・運用、資料
作成後の担当者以外によるダ
ブルチェックの義務化等の仕
組みを構築することが望まし
い。 
 

 
 
 
 
 
 
 
人員不足により、万全のチ

ェック体制の構築は困難な
状況であるが、令和2年度よ
り、支払回数・方法など事務
の簡素化が図れる部分は積
極的に改善を図るとともに、
エクセル等の手作業で行っ
ている請求事務のシステム
化により、ヒューマンエラー
を減らす取り組みを並行し
て進める予定です。 

【検討中】 
 

 
 
 
 
 
 
 
私立保育園等へのアンケ

ートを行い、各園の意見を聞
きながら、支払方法など事務
の簡素化を行い、運営費の支
給方法の改善を図りました。 
また、ヒューマンエラーを

減らすため、令和2年度に作
成した事務フローやマニュ
アルに基づき事務を行って
います。 

【措置済み】 
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保育課 

意見28 
2. 保育事業に係る事務処理
の状況 
区役所における入所選考手続
プロセスの見直しについて 
 
膨大な時間を要する入所選

考事務手続にAIやRPAを利用
し、現状の手作業を主体とし
た事務プロセスを可能な限り
自動化することで、職員の勤
務時間を削減する効果が期待
できることから、AIやRPAの導

 
 
 
 
 
 
 
令和2年度中に、従来、各区

役所で行っていた入所選考
時の利用調整作業にAIを導
入し、保育課で一括して実施
する予定です。 
RPAについては、元となる

 
 
 
 
 
 
 
令和 2 年度に AI を導入し

検証を行った上で、令和3年
度に行う利用調整から本格
稼働しました。保育課で一括
して入所選考を実施したた
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入を積極的に検討することが
望まれる。 
 

申請書が紙媒体であること
から紙資料のデータ化が可
能なAI-OCRとのセットでの
導入・活用が効果的だが、AI-
OCRは高額かつ汎用性が高い
ことから市全体での導入に
併せて検討いたします。 

【検討中】 
 

め、職員の勤務時間を削減す
る効果がありました。 

【措置済み】 

 
115 

 
保育課 

意見29 
2. 保育事業に係る事務処理
の状況 
区役所における入所選考手続
プロセスの見直しについて 
 
利用調整（マッチング）を各

区役所で実施するよりも、保
育課で一括して実施した方が
効率的であるため、AIやRPA導
入検討と合わせて見直しを検
討することが望ましい。 
 

 
 
 
 
 
 
 
利用調整（マッチング）は、

令和2年度にAIを導入し、保育
課で一括して実施する予定で
す。 

【検討中】 

 
 
 
 
 
 
 
令和 2 年度に AI を導入し

検証を行った上で、令和3年
度に行う利用調整から本格
稼働しました。入所選考につ
いては、保育課で一括して実
施しています。 

【措置済み】 
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保育課 

意見30 
2. 保育事業に係る事務処理
の状況 
保育料の徴収プロセスの見直
しについて 
 
新潟市では保育料の滞納額

について、児童手当からの徴
収を行っていないが、同一の
保育サービスの提供を受けて
いる市民の間の公平性の観点
から、保育料の滞納者に対し
て児童手当から保育料滞納額
を徴収することを検討するこ
とが望ましい。 
 

 
 
 
 
 
 
平成30年度の検討におい

て、児童手当システムから保
育料徴収が可能であること
を確認済みです。また、他都
市の状況を調査した結果、特
別徴収より申出徴収の方が
効果的な徴収を行うことが
可能であることから、令和2
年度に、実施に向けた規則改
正や会計処理等実務上のす
り合わせについて、児童手当
を所管するこども家庭課と
ともに進める予定です。 

【検討中】 
 

 
 
 
 
 
 
児童手当法第 21 条（滞納

者の申出による徴収）に基づ
き、保育料滞納者について、
児童手当から保育料の徴収
が可能となっています。児童
手当システムのベンダーと
調整を行うなど、児童手当を
所管するこども家庭課と調
整した結果、令和4年 2月支
給分から申出徴収を開始す
ることになり、令和3年12月
17 日付け催告書の発行対象
者（滞納者）から納付交渉を
開始する予定です。 
加えて、コンビニ納付や

ATM・インターネットバンキ
ング、スマートフォン決済を
令和4年度から導入し、新型
コロナウイルス感染拡大防
止のための接触機会の低減
を図るとともに、市民の利便
性を向上します。 

【措置済み】 
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保育課 

意見32 
3. 保育所の運営状況 
臨時職員に対する研修体制 
 
新潟市では保育士資格を有

しない臨時職員が半数以上い
るが、最低限の知識を得るた
めの集合研修等は行われてお

 
 
 
 
令和2年3月、新採用の会計

年度任用職員を対象に採用前
説明会を計画したが、新型コ
ロナウイルス感染拡大防止の

 
 
 
 
新型コロナウイルス感染

症禍のため、集合説明会の実
施を見合わせ、各園で説明を
実施しました。各園に、「市立
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らず、配属された保育園で園
長や主任保育士が個別に研修
を実施しており、現場の負担
に繋がっていると考える。そ
のため、保育士資格、保育経験
がないものを採用する場合は
配属前に最低限の知識を得る
ための集合研修や実務研修を
受ける仕組みを構築すること
が望ましい。また、採用後につ
いても臨時職員が研修会に参
加できるような仕組みはない
ため、臨時職員も研修会に参
加できるような体制構築が望
まれる。 
 

ため中止となった。今後は、集
合説明会を実施し、採用後の
スムースな勤務に繋げられる
よう準備していきます。 
また、令和2年4月より会計

年度任用職員制度の開始に伴
い、これらの職員の自家用車
の公用利用が可能となったこ
とから、各園における個別研
修だけではなく、集合研修や
実務研修に参加できるような
仕組みを令和2年度に構築し
てまいります。 

【検討中】 

保育園・こども園職員マニュ
アル」「信頼される公務員と
なるために」「会計年度任用
職員マニュアル」「会計年度
任用職員必携テキスト」を配
付し、園長、主任の説明の負
担の軽減と、職員の採用後の
スムースな勤務に繋げられ
るよう対応しました。今後
は、オンラインの方法を考え
ていきます。 
令和3～5年度市立保育園・

こども園研修体系において、
会計年度任用職員の研修を
区の体系に示し、確実・継続
的に実施できる体制を整え
ました。 

【措置済み】 
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保育課 
・ 

人事課 

意見33 
3. 保育所の運営状況 
保育園職員の勤怠管理方法の
見直しについて 
 
保育園の職員について、

日々の正確な出勤時間と退勤
時間の管理・保存は行われて
おらず、事後的に客観的な出
退勤時間を確認することはで
きない状況にある。トラブル
の事前防止や、事務処理負担
軽減の面からも、AIやRPAの導
入により、出退勤時間を正確
に記録・保存するとともに、新
潟市の人事給与システムと自
動連携する仕組みを整備・運
用することについて、積極的
に検討することが望ましい。 
 

 
 
 
【保育課】・【人事課】 
 
市全体として、労働時間を

適正に把握するため、勤怠管
理を中心とした総務事務シ
ステムについて、令和3年度
中の導入を検討しており、保
育園についても同様に客観
的な出退勤時間を確認する
方法を検討していきます。 

【検討中】 

 
 
 
【保育課】・【人事課】 
 
労働時間の適正把握のた

め、保育園においても、総務
事務システム導入に向けて、
シフト勤務等、保育園特有の
勤務形態に応じた運用方法
について、検討を進めていま
す。 

【検討中】 
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保育課 

意見34 
3. 保育所の運営状況 
保育園児登園・退園時間の記
録方法の見直しについて 
 
多くの市立保育園において

は、園児の登園・退園の都度、
保護者が紙ベースの資料に記
載する方式となっている。保
育士の事務作業負担を軽減す
るためにも、タイムカード打
刻機械の導入を早急に検討す
ることが望ましい。 
 

 
 
 
 
 
平成30年度から順次導入

を開始し、令和2年5月現在、
27施設/86施設（市立こども
園含む）で導入済です。新型
コロナウイルス感染拡大防
止の観点から、紙ベースの登
降園簿やペンの共有が問題
となったため、全ての未導入
園に対し、保育課と各区役所
で情報を共有しながら早期
導入を進めていきます。 

【検討中】 
 

 
 
 
 
 
令和 2年度中に、86施設全

てに登降園記録システムの
導入を終え、稼働していま
す。 

【措置済み】 
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保育課 

意見35 
3. 保育所の運営状況 
保育園遊具の専門家による安
全確認について 
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保育園の遊具について、定
期的な専門家のチェックが行
われていなかった。保育園の
遊具は日々園児が利用するも
のであり、遊具の安全性につ
いては最大限の注意が必要で
あるため、少なくとも年に1回
は大型遊具について専門家の
検査を受けることを正式なル
ールとして定めるような対応
を検討することが望ましい。 
 

遊具の安全点検について
は、令和2年度に入り、公共建
築第1課保全推進室にも意見
を聞きながら、その対応につ
いて検討しており、専門家か
らの検査についても、保育課
と各区役所で情報を共有し
ながら協議・検討していきま
す。 

【検討中】 

遊具の安全点検について
は、公共建築第1課保全推進
室に依頼し、令和2年度から
保育園設備の保全研修を実
施し、保育園職員による自主
点検の仕組みを強化しまし
た。また、令和 3 年 6～7 月
に、保育課主催で実施した事
故防止研修内で、自主点検の
過程で遊具に異常が疑われ
るときは、直ちに専門家の検
査を受けるよう啓発しまし
た。年1回の検査受検につい
ては、引き続き検討していき
ます。 
       【検討中】 
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保育課 

意見36 
3. 保育所の運営状況 
病児・病後児保育施設の拡充
について 
 
新潟市における病児・病後

児保育施設数は9施設のみで
あり、病児・病後児保育室の利
用を希望しても受入れができ
ない場合が多く、保護者のニ
ーズに十分に応えきれていな
いため、今後も引き続き病児・
病後児保育施設の整備を推進
することが望まれる。なお、そ
のためには具体的な施設整備
計画を策定し、計画の実現に
向けた具体的な行動をとって
いくことが必要と考える。 
 

 
 
 
 
 
病児・病後児保育が未実施

だった北区、南区、西蒲区で、
令和元年度に施設を整備し
ました。本市で初のかたちと
なる病後児保育施設を含め
て開設にこぎ着けたことで、
既存の9施設を含む計12施設
への拡充となり、市内の全て
の区においてサービスの提
供が可能となりました。 
令和2年度に病後児保育の

効果や課題等の検証を行う
予定だったが、新型コロナウ
イルスの影響による利用控
えにより検証が困難となっ
たため、令和3年度を目途と
して、医師の常駐する病児保
育を基本としながら、ニーズ
に合わせた整備計画を策定
し、適切な施設数の確保を行
います。 

【検討中】 
 

 
 
 
 
 
病児・病後児保育は、感染

症の流行状況に利用者数が
大きく左右されることから、
現段階では整備計画の策定
は困難な状況です。 
引き続き新型コロナウイ

ルス感染症などの感染状況
を注視し、検討を続けます。 

【検討中】 
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児童 
相談所 

指摘14 
各種会議の開催における運用
方針 
 
児童相談所においては、会

議の位置づけや案件の見直し
に係る会議の開催方針につい
て明確となっていない。「児童
相談所運営指針」の趣旨を十
分に斟酌したうえで、会議の
運営方針や案件の見直しに係
る方針について運用上のルー
ル等を整備し運用することが
必要である。 
 

 
 
 
 
各種会議の位置づけや案

件の見直しに係る会議の開
催方針について、令和2年度
中に児童相談所運営指針の
趣旨に基づいて見直しを行
い、運用上のルールを明確化
し、周知徹底を図って実施し
てまいります。 

【検討中】 

 
 
 
 

令和 2年度から、児童相談
所運営指針の趣旨に基づい
て、各種会議の開催方針の見
直しを行い、運用上のルール
を整備・所内周知し、実施し
ています。 

【措置済み】 
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児童 
相談所 

意見37 
各種会議の開催における運用
方針 
 
児童相談所の会議の管理に

ついて、会議の開催が行われ
ているのか、一度検討されて
からしばらく見直しがなされ
ていない案件がどれだけある
のかといった案件管理につい
て、ITの活用や管理台帳の整
備により高度化することが望
ましい。 
 

 
 
 
 
各ケース（案件）の援助方

針等については会議を開催
し検討・決定しており、その
後の援助の進行状況等を会
議にて確認し必要に応じて
見直しを行っていますが、台
帳等による管理は十分とは
言えないため、令和2年度中
に有効かつ効率的な案件管
理の在り方を検討してまい
ります。 

【検討中】 
 

 
 
 
 

令和 2年度から、各ケース
（案件）の援助方針等につい
て、進行状況の内容等をデー
タ化して整備し、定期的な進
行管理の実施や必要に応じ
て方針の見直しを行ってい
ます。 

 【措置済み】 
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児童 
相談所 

指摘15 
各種会議録の保存ルールの逸
脱 
 
新潟市児童相談所では、各

種会議の議事録原本を綴りと
して保管し、児童記録票綴り
にはコピーを綴ることとされ
ているにもかかわらず、運用
上は守られていなかった。議
事録の保管に係る重要性、業
務上の議事録の利用状況、業
務上の効率性といった観点か
ら、議事録の保管に係る運用
を見直してルールを整備し、
運用を徹底することが必要で
ある。 
 

 
 
 
 
児童相談所の業務の性質

上、1件のケースに対し、様々
なセクションの職員が記録
等を残し、各種会議録等が残
されます。今後の効率化に向
けた対応として、令和2年度
中に、記録の記載方法のルー
ル化とともに、各ケースの記
録や会議録の保管等の煩雑
さを解消し、加えて各会議録
や各種綴りのあり方も検討
してまいります。 

【検討中】 
 

 
 
 
 

令和 2年度に、議事録の保
管方法を見直し、ルールの周
知徹底を図り、業務を進めて
います。 

 【措置済み】 
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児童 
相談所 

指摘16 
虐待対応に係る会議等の記録 
 
虐待に係る通告を受理した

場合に、緊急受理会議を開催
するほどの案件ではないと判
断した案件について、会議録
には、緊急性が無いと判断す
るにあたって、通告からどの
ような対応をとったのか、ど
のような判断がなされたのか
については不明瞭なものがあ
った。虐待案件については、緊
急の対応が求められることが
考えられるとともに、その際
の児童相談所の判断は非常に
困難かつ重要であると考えら
れ、個人ではなく児童相談所
としての判断が必要である。
そのため、明らかに安全と判
断される緊急性を要しないケ
ースや緊急対応が求められ正
式な会議としての開催が遅れ
ることも想定されるが、その
場合であっても、何時どのよ
うなメンバーと協議し、どの
ような判断を行い、どのよう

 
 
 
 
「一時保護決定に向けて

のアセスメントシート」によ
り、緊急度が低いと判断され
た通告については、必要な職
員が揃い次第、会議を開催し
ています。各種事由により緊
急受理会議を開催せず、開催
が遅れたケースについては、
通告から会議までの経過に
ついて、会議録に明記するよ
う令和2年度中に対応してま
いります。 

【検討中】 

 
 
 
 

令和 2年度から、原則、虐
待に係る通告を受理した際、
48 時間以内に対象児童の安
全確認を行うために、緊急受
理会議を開催し、「一時保護
決定に向けてのアセスメン
トシート」を参照し、会議の
参加者、援助方針等を記載す
る虐待通告受理会議簿を用
いて、会議内容を明確に記載
しています。 
 また、開催が遅れたケース
については、安否確認の結果
を含む経過を、会議録もしく
は指導経過記録に記載して
対応しています。 

【措置済み】 
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な対応をとったのかは受理会
議等に諮ったうえで、会議録
において明確に記載すべきで
ある。 
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児童 
相談所 

意見38 
業務の効率化に向けた見直し 
 
新潟市児童相談所において

は各種議事録等のコピーが綴
りとして綴じられているが、
承認等が行われる前のドラフ
トのコピーが綴じられていた
り、実際の業務上は基本的に
使用することが無かったりす
るなど、労力と資源の無駄に
なっていると考える。また、
「指導経過記録」については、
必ずしも必要と考えられない
ような記録が膨大に記録され
ている一方で、記録すべき事
項が記録されていない。業務
上使用していないコピーを取
り、綴っておくといった業務
は非効率であり削減を検討す
べきである。また、「指導経過
記録」の個々の担当者に任せ
た運用では、記録の記載が大
きな負担となっている一方
で、本来残すべき記録が残っ
ていないと考える。そのため、
「指導経過記録」を含めた、記
録の残し方についてルールを
定め、有効かつ効率的な記載
をするように検討することが
望ましい。 
 

 
 
 
 
これまで個々の職員が

各々で作成することの多か
った記録や会議録を、児童相
談システムの改修によって
入力と出力を一元化し、各ケ
ースの記録や会議録を電子
化することで保管等の煩雑
さを解消します。加えて各会
議録や各種綴りのあり方・記
録の残し方についても検討
し、令和2年度中に業務の効
率化と判りやすい記録の保
管を実現してまいります。 

【検討中】 
 

 
 
 
 

令和 2年度から、業務の効
率化に向け、各種会議録や指
導経過記録等は、児童相談シ
ステムを活用し、電子化する
ことで保管等の煩雑さは解
消されています。 
また、同システムの活用に

より、記録するべき事項の記
録漏れの防止を図っていま
す。 

【措置済み】 
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児童 
相談所 

意見39 
人員体制の見直し 
 
児童相談所において、児童

福祉に関する相談業務に携わ
る職員には、非常に高い専門
性が求められることになる
が、その専門性を確保・向上さ
せるためには、単なる専門的
な知識のみならず、個人及び
組織における経験の蓄積が重
要であると考える。しかし、新
潟市児童相談所においては、5
年を超える経験を有している
職員は24％に過ぎない。児童
相談所の職員に求められる専
門性、専門性を担保するため
の経験を十分に考慮したうえ
で、子どもの健全育成、子ども
の権利擁護をその役割とし
て、要保護児童やその保護者
などに対して、必要十分な援
助ができるように、経験豊富
な人員割合を増加させるなど
の対応が望ましい。 

 
 
 
平成28年の改正児童福祉

法に基づき、平成29年度から
平成31年度の3か年において
計画的に児童福祉司及び児
童心理司の大幅な増員を図
ってきたことから、経験年数
が少ない職員配置となって
いるのが現状です。今後も国
の方針に基づき、計画的に増
員する予定としていますが、
併せて専門性向上を図る必
要があるため、引き続き、児
童福祉に関する研修に積極
的に参加させるなど、職員の
スキル向上に努めます。ま
た、人事異動に関しては、継
続的に専門性を確実に担保
できるように、経験年数に配
慮した配置を人事当局と協
議してまいります。 

【検討中】 
 

 
 
 
従前から継続実施してい

た人事当局との協議を、令和
2 年度に積極的に進めた結
果、令和3年度における在課
5 年以上の職員の割合は 30%
であり、平均勤務年数は 3～
4年となっています。 
 今後も職員のスキルアッ
プと専門性の向上を図るた
め、積極的な研修への参加や
人事当局との協議を継続し
ていきます。 

【措置済み】 
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児童 
相談所 

意見40 
業務分担の見直し 
 
新潟市児童相談所において

実施している事業の中に、児
童自立支援施設事務委託事業
があるが、事業の内容に係る
協議や意思決定にまったく関
与していない新潟市児童相談
所が、事務手続と経費負担の
承認だけを行っている状況で
ある。また、新潟市児童相談所
の分掌事務には明確に該当す
る項目が無く、実施している
事務と事務分掌とが整合して
いない状況となっている。新
潟市児童相談所において行わ
れている事務と事務分掌とが
乖離しているような状況は解
消すべきであり、新潟市児童
相談所が行うべき業務は何か
を整理したうえで、本来求め
られる役割を事務分掌として
定め、事務と事務分掌を整合
させることが必要と考える。 
 

 
 
 
事業の内容に係る協議等

は、こども未来部の主管課で
あるこども政策課において
所管していることから、令和
2年度に、次年度予算の執行
から事務と事務分掌の整合
を図ることができるよう、こ
ども政策課と協議してまい
ります。 

【検討中】 

 
 
 
児童自立支援施設事務委託

事業については、協議した結
果、令和3年度から、こども政
策課の所管事業となりまし
た。 
現在、事務と事務分掌は整

合していますが、今後両者の
乖離が生じたときには、適宜
こども政策課との協議を進
めます。 

【措置済み】 

 
156 

 
こども 
未来部 
・ 
ICT 

政策課 
 

指摘17 
情報システム関連規程の周知
について 
 
こども未来部の各システム

所管課では、新潟市の情報シ
ステム関連規程が網羅的に把
握されていなかった。情報シ
ステム関連規程は、新潟市が
情報システムを導入、管理す
るにあたり必要なルールを規
定したものであり、各システ
ムの担当者が遵守すべき事項
であることから、ICT政策課の
主導のもと、周知を徹底すべ
きである。 
 

 
 
 
 
【こども未来部】 
 
令和2年度より、情報シス

テムの関連規程について、シ
ステム担当者だけでなく、課
内で情報共有する場を設け
るなどし、理解を深めてまい
ります。 

【検討中】 
 
【ICT政策課】 
  
ICT業務基準書研修(企画、

予算要求)を毎年開催し、情
報システムの関連規程を周
知しています。 
各プロセスの現行の基準

書（試行版）は、令和2年9月
に見直しを終えたことから、
改めて業務システムの管理
者及び担当者へ周知するこ
ととしています。 

【検討中】 
 

 
 
 
 
【こども未来部】 
 
令和2年度より、情報シス

テムの関連規程について、シ
ステム担当者だけでなく、課
内で情報共有する場を設け
るなどし、理解を深めていま
す。 

【措置済み】 
 

【ICT政策課】 
 
ICT 業務基準書について、

業務システムの管理者及び
担当者の変更が多い令和3年
4月に、改めて周知しました。 
      【措置済み】 

 
156 

 
こども 
未来部 

 

指摘18 
情報資産分類の整備について 
 
こども未来部の各システム

所管課では、所管システムの

 
 
 
 
令和2年度より、情報資産
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「情報資産の分類」が台帳等
により明確化されていない課
が散見された。新潟市におい
ては「情報資産の分類」に従っ
たセキュリティ対策が規定さ
れていることから、「情報資産
の分類」について台帳等によ
る管理を実施し、また情報の
陳腐化を防止するために定期
的に台帳を更新する手続きに
ついて整備することで、各対
象システムにおける必要なセ
キュリティ基準について明確
化を図るべきである。 
 

の分類について、台帳等によ
り適切に管理し、セキュリテ
ィ基準の明確化を図ります。 

【検討中】 

令和 3年度中に、部内全所
属が整備を完了するよう取
り組みます。 
また、変更が生じたとき

は、同一年度内に台帳を更新
していきます。 

【検討中】 

 
157 

 
保育課 

指摘19 
パスワードポリシーの設定に
ついて 
 
病児保育情報システムにつ

いて、パスワードポリシーの
設定が行われていなかった。
特に各医療機関に設置された
端末では、保育課がパスワー
ド管理状況、各医療機関にお
ける職員の入れ替わりを日常
的に把握することが困難な環
境であることから、パスワー
ドポリシーをシステム上に設
定する等の不正アクセス防止
策を検討すべきである。 
 

 
 
 
 
一定期間経過後にパスワ

ードが無効となるような設
定をシステムに加えるため
にはベンダーとの変更契約
やコストが伴うことから、令
和2年度は管理権限のある保
育課でパスワード変更を行
いました。また、各施設には
職員の入れ替わりの都度、保
育課に報告を行うよう、施設
連絡会等を通じて周知しま
す。 
システム改修については、

令和3年度の委託契約に際し
て検討を進めます。 

【検討中】 
 

 
 
 

 
 システム改修について、ベ
ンダーと検討しましたが、追
加の費用負担にかかる予算
措置が困難であることから、
令和3年度の委託契約は断念
しました。 
 ベンダーとの協議におい
て、システム改修以外の方法
も検討しましたが、現状では
他に適当な方法はありませ
んでした。 
 従って、引き続き管理権限
のある当課職員がパスワー
ドを変更するほか、各施設に
は職員の入れ替わりの都度、
当課に報告するよう、施設連
絡会等を通じて周知してい
きます。 

【不措置】 
 

 
158 

 
ICT 

政策課 
 

指摘21 
システム向け点検項目につい
て 
 
パスワードポリシーの設

定、及び、情報システム使用者
の登録状況の定期点検の実施
のいずれの指摘事項も、セキ
ュリティ上の重要性が高い統
制であることから、ICT政策課
は、「システム向け点検項目」
への追加や回答方法を工夫す
る等の対応を実施し、各所管
課のシステム担当者に遵守を
促すよう対策を図るべきであ
る。 
 

 
 
 
 
セキュリティ管理者（情報

システム管理者を含む）を対
象にした研修において、使用
者ごとに異なるIDにするよ
う周知し、職場への伝達研修
を依頼しているものの、セキ
ュリティポリシー対策基準
では、情報システム管理者が
必要と判断した場合はこの
限りではないと規定してい
ます。 
 また、業務システムの多く
は当課所管の職員ポータル
を介して起動しており、職員
ポータルでは定期的にパス
ワードを変更することとし
ています。 
一方、業務システムの都合

により、職員ポータルを介さ

 
 
 
      

令和 2年度から、システム
ごとの自己点検項目に、「共
有 ID でログインするシステ
ムの場合、使用者の入れ替わ
りごとにパスワードを変更
しているか。」という項目を
新設しました。 
また、職員個人の項目に

「ID、パスワードを机に張り
付けるなど、他人に容易に知
られるようにしない。」こと
を、ID・パスワードの項目に
追記しました。 

【措置済み】 
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ないものについては、そのシ
ステム管理者が必要な対策
を講ずる必要があります。 
いずれにしても、IDとパス

ワードの適正管理は当然の
ことですが、システムごとの
自己点検項目について、令和
2年度に改善を進めます。 

【検討中】 
 

 
159 

 
こども 
政策課 

指摘22 
サーバ設置環境について 
 
こども政策課で所管されて

いるひまわりクラブ利用料等
管理システムは、システム設
置室にサーバが設置されてい
るが、床に直接サーバが置か
れており、地震等が発生した
場合等に簡単に倒れる可能性
がある。耐震ラックや機器固
定ベルトによってサーバを固
定する等の対策を図るべきで
ある。 
 

 
 
 
地震等が発生した場合に

備え、令和2年度中に機器を
固定する等の対策を講じて
まいります。 

【検討中】 
 

 
 
 
令和2年度中は、新型コロ

ナウイルス感染症への対応
に追われたため、必要な措置
を施すことができませんで
した。 
令和3年度中に、機器の固

定について、具体的な対策を
講じます。 

【検討中】 
 

 
159 

 
こども 
政策課 
・ 

こども 
家庭課 
・ 

保育課 
 

指摘23 
システム開発における本番移
行の審議について 
 
システム開発における重要

な統制の一例には、「本番移行
の判定」が挙げられるが、複数
のシステム（子ども・子育て支
援システム、病児保育情報シ
ステム、ひまわりクラブ利用
料等管理システム、母子福祉
システム）において直近の開
発案件について検証を実施し
たところ、情報システムの本
番移行の判定が実施されてい
ない、または、判定結果が証跡
として記録されていなかっ
た。各所管課の情報システム
責任者は、本番移行の判定を
実施し、判定結果を証跡とし
て記録すべきである。 
 

 
 
【こども政策課】 
 
令和2年度より、システム

改修等による本番移行の際
には、本番環境で障害が発生
することのないよう、成果物
が全て作成されていること
や、検収による指摘事項に対
する対応が全て完了してい
ることなど、移行開発等基準
書における工程完了判断の
ポイントをもとに判定を実
施、記録してまいります。 

【検討中】 
 
【こども家庭課】 
 
令和2年度より、システム

責任者による稼働判定をも
って、本番稼働に移行するよ
うシステム開発のプロセス
を見直し、その際の判定結果
を証跡として記録していき
ます。 

【検討中】 
 
 
 
 
 
 
【保育課】 
 
令和2年度、AIを活用した

入所選考のシステム改修業

 
 
【こども政策課】 
 
 令和2年度より、システム
改修等による本番移行の際
には、開発等基準書における
工程完了判断のポイントを
もとに判定を実施し、結果を
成果物妥当性評価記録表に
記録しています。 

【措置済み】 
 
 
 
 
 
【こども家庭課】 
 
 令和3年8月16日契約分か
ら、改修プログラムの内容、本
番機導入前の検証機テスト、
本番機導入後の動作確認を当
課システム責任者が実施した
ことが分かる管理表を作成
し、システム開発の過程を記
録しています。 
また、管理表は常にシステ

ム業者と当課で共有し、最新
プログラム導入の度に更新し
ています。 

【措置済み】 
 
【保育課】 
 
 令和 3年 1月から、AI入所
選考において、ICT 政策課の



 

18 

 

務を進めており、11月に予定
している本番移行前に、業務
システム責任者及び担当者
が稼働判定会議を開催しま
す。その中で、成果物や課題・
指摘事項に対する対応がな
されていることなど、開発基
準書における判断ポイント
をもとに判定し、その判定結
果・決定事項を証跡として記
録していきます。 

【検討中】 
 

開発等基準書に基づき、開発
等成果物チェックリストに
よる確認を行い、本番移行を
妥当と判断しました。 
今後も、システム改修作業

が発生する際には、上記の作
業を行います。 

【措置済み】 
 

 
159 

 
ICT 

政策課 
 

意見41 
システム開発における本番移
行の審議について 
 
ICT政策課においては、例え

ば、システムの性質（例として
は「情報資産の分類」）や開発
規模に応じて、案件の完了判
定や本番移行の判定等の審議
を実施するプロセスを整備す
る等、本番移行の審議が適切
に運用されるよう改善策を検
討し、対応することが望まれ
る。 

 
 
 
 
現行の開発基準書(試行

版)には、移行・検収工程にお
いて本番移行や案件の完了
判定を行うことを規定して
います。同基準書については
令和2年9月に見直しを終え
たことから、改めて業務シス
テムの管理者及び担当者へ
周知することとしています。 

【検討中】 
 

 
 
 
 
ICT 業務基準書について、

業務システムの管理者及び
担当者の変更が多い令和3年
4月に、改めて周知しました。 
      【措置済み】 

 
160 

 
ICT 

政策課 
 

意見42 
情報システム関連規程（開発、
運用保守）について 
 
「新潟市ICT業務実施にか

かる開発基準書（試行版）」及
び「新潟市ICT業務実施にかか
る運用保守基準書（試行版）」
においては特に各所管課にお
ける周知度、習熟度が低い状
況にあった。ICT政策課による
本規程の見直し作業と併せ
て、システムの性質及び規模
に応じた実施事項を整理し、
一覧化する等の対応により、
各所管課のシステム担当者が
実施事項を把握できるよう改
善を図ることが望まれる。 
 

 
 
 
 
ICT業務基準書研修(企画、

予算要求)を毎年開催し、情
報システムに関連する規程
を周知しています。各プロセ
スの基準書(試行版)につい
ては、令和2年9月に見直しを
終えたことから、改めて業務
システムの管理者及び担当
者へ周知することとしてい
ます。 

【検討中】 

 
 
 
 
ICT 業務基準書について、

業務システムの管理者及び
担当者の変更が多い令和3年
4月に、改めて周知しました。 
      【措置済み】 

 
161 

 
ICT 

政策課 

意見43 
システム障害の対応内容のレ
ビューについて 
 
ICT政策課においては、障害

管理における各所管課の役割
を明確にするためにも、例え
ば「システム向け点検項目」等
において、システム障害にお
ける責任者によるレビューの
実施状況を項目に追記する等
の対応が望まれる。 
 

 
 
 
 
障害発生時の対応方法を

規定した運用保守基準書(試
行版)の見直し作業（令和2年
9月完了）に併せ、外部委託業
者から提出される「障害報告
書」の確認に際し不足がある
場合は、「システム管理者は
対応を是正させる」規定を追
加しました。今後は障害を主
体的に管理するよう、改めて
周知を図ります。 

 
 
 
 
ICT 業務基準書について、

業務システムの管理者及び
担当者の変更が多い令和3年
4月に、改めて周知しました。 
      【措置済み】 
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【検討中】 
 

 

※「措置内容等」欄に、カッコ書きで記載の措置区分について 

 【措置済み】は、措置を実施済みのもの、 

 【不措置】は、不措置とすることを決定したもの、 

 【検討中】は、措置方針を検討中のもの、または、措置方針は決定したが未実施のもの、 

を示しており、担当部署からの報告内容を基に、監査委員事務局が追記し、担当部署が確認したものです。 

 なお、外部監査人の指摘について【検討中】としたものは、次年度も継続して確認を行い、検討の結果を公表する

予定です。また、今後の定期監査等においても、適宜、状況確認を行います。 


